
単単単単 独独独独

(単位:百万円)

  科  目

% % %

Ⅰ 94,490 55.2 92,926 54.2 1,563 101,120 57.4

6,232 9,055 △ 2,823 7,574

6,893 8,495 △ 1,601 5,365

32,692 28,989 3,703 39,957

115 115 0 115

27,183 29,893 △ 2,709 28,232

9,022 5,161 3,860 6,892

3,090 2,891 199 4,155

9,285 8,344 940 8,854

△ 25 △ 19 △ 5 △ 26

Ⅱ 76,625 44.8 78,414 45.8 △ 1,789 74,898 42.6

25,613 27,889 △ 2,275 26,827

7,449 5,733 1,716 6,731

37,873 35,006 2,866 35,324

8,128 10,847 △ 2,718 8,225

△ 2,439 △ 1,062 △ 1,377 △ 2,211

171,115 100.0 171,340 100.0 △ 225 176,019 100.0

繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

比  較  中  間  貸  借  対  照  表

平成15年3月期

(平成15年3月20日現在)

金 額

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

構成比

資 産 合 計

構成比

期　別　　

流 動 資 産

( 資  産  の  部 )

金 額 構成比

平成15年9月中間期(A)

(平成15年9月20日現在)

金 額

増 減
(A)-(B)

金 額

平成14年9月中間期(B)

(平成14年9月20日現在)

未 収 金

そ の 他
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単単単単 独独独独

比  較  中  間  貸  借  対  照  表

(単位:百万円)

  科  目

% % %

Ⅰ 87,046 50.9 91,620 53.5 △ 4,574 94,682 53.8

3,373 2,517 855 3,517

28,510 25,583 2,927 29,804

39,808 48,201 △ 8,393 48,518

42 47 △ 4 86

8,294 7,370 923 7,208

7,016 7,899 △ 882 5,546

Ⅱ 54,514 31.8 54,317 31.7 197 51,584 29.3

10,000 10,000 - 10,000

15,000 15,000 - 15,000

9,680 11,733 △ 2,053 8,716

19,834 17,583 2,250 17,868

141,560 82.7 145,937 85.2 △ 4,377 146,266 83.1

Ⅰ 15,540 9.1 15,540 9.1 - 15,540 8.8

Ⅱ 13,999 8.1 14,749 8.6 △ 750 14,749 8.4

13,999 14,749 △ 750 14,749

Ⅲ △ 1,280 △ 0.7 △ 5,961 △ 3.5 4,680 △ 750 △ 0.4

- 2,732 △ 2,732 2,732

- 5,214 △ 5,214 5,214

△ 1,280 △ 13,909 12,628 △ 8,697

Ⅳ 1,347 0.8 1,092 0.6 255 255 0.1

Ⅴ △ 52 △ 0.0 △ 18 △ 0.0 △ 34 △ 43 △ 0.0

29,554 17.3 25,402 14.8 4,151 29,752 16.9

171,115 100.0 171,340 100.0 △ 225 176,019 100.0

固 定 負 債

買 掛 金

そ の 他

平成15年3月期

(平成15年3月20日現在)

金 額 構成比構成比

期　別　　

平成14年9月中間期(B)

(平成14年9月20日現在)

平成15年9月中間期(A)

(平成15年9月20日現在)

資 本 金

（ 負 債 の 部 ）

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

支 払 手 形

自 己 株 式

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

任 意 積 立 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

増 減
(A)-(B)

金 額金 額 構成比金 額

未 払 費 用

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金
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単単単単 独独独独

(単位:百万円)

  科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 金 額 百分比
% % %

Ⅰ 65,661 100.0 52,427 100.0 13,233 126,561 100.0

Ⅱ 53,412 81.4 43,077 82.2 10,335 99,608 78.7

12,248 18.6 9,350 17.8 2,898 26,952 21.3

Ⅲ 14,604 22.2 13,830 26.4 773 26,941 21.3

△ 2,355 △3.6 △ 4,480 △8.5 2,124 10 0.0

Ⅳ 1,626 2.5 1,966 3.8 △ 339 5,235 4.1

受取利息及び配当金 1,031 1,540 4,297
そ の 他 595 426 938

Ⅴ 810 1.2 744 1.4 65 1,455 1.1

支 払 利 息 380 444 867
社 債 利 息 105 149 293
そ の 他 324 151 294

△ 1,539 △2.3 △ 3,258 △6.2 1,718 3,791 3.0

Ⅵ 3,564 5.4 420 0.8 3,143 6,205 4.9

Ⅶ 2,836 4.3 4,239 8.1 △ 1,402 9,867 7.8

△ 811 △1.2 △ 7,077 △13.5 6,265 128 0.1

37 0.1 63 0.1 △ 26 102 0.1

432 0.7 △ 2,599 △5.0 3,031 △ 644 △0.5

△ 1,280 △2.0 △ 4,540 △8.7 3,259 670 0.5

- △ 9,368 9,368 △ 9,368
△ 1,280 △ 13,909 12,628 △ 8,697

自平成 15 年 3 月 21 日

至平成 15 年 9 月 20 日

売 上 高

営 業 外 費 用

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

至平成 14 年 9 月 20 日

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

比  較  中  間  損  益  計  算  書

増 減
(A)-(B)

平成15年3月期

自平成 14 年 3 月 21 日

至平成 15 年 3 月 20 日

平成15年9月中間期(A)

期　別　

平成14年9月中間期(B)

自平成 14 年 3 月 21 日

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

特 別 損 失

税引前中間 (当期 )純利益

法人税･住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
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単単単単    独独独独    

中間財務諸表作成の基本となる事項 

 
 
(１) 有価証券の評価基準及び評価方法    
① 子会社株式及び関連会社株式 －－－－－－－－－－  移動平均法による原価法 

 ② その他有価証券   
時価のあるもの－－－－－ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
             （評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）  
         時価のないもの－－－－－ 移動平均法による原価法   
 
(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  ① 評価基準  －－－－－－－－－－－－－－－－－－－  原価法 
  ② 評価方法   
     製            品      注文品  －－－－－－－－－  個別法 
                           標準品  －－－－－－－－－  半期総平均法 
     半 製 品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 
     仕 掛 品          －－－－－－－－－－－－－－－  個別法 
     原材料・貯蔵品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 

 
(３) 固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産 

  ① 中間工場－－－－－－－－－  定額法 
  ② 上記以外－－－－－－－－－  定率法 
                                 なお、建物（建物附属設備を除く）については 

定額法を採用しております。 
 

  無形固定資産 －－－－－－－－－  定額法 
                   なお、自社利用のソフトウェアについては、社 

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。  

 
(４) 引当金の計上基準 
① 退職給付引当金 －－－－－－－－ 従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末         
                  における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

基づき、当中間会計期間において発生している 
と認められる額を計上しております。 
会計基準変更時差異については、５年による按 
分額の 1/2 を費用処理しております。 

                   数理計算上の差異については、その発生時の従業 
                   員の平均残存勤務期間による按分額を翌会計年 
                   度より損益処理しております。 
 
  ② 貸 倒 引 当 金        －－－－－－－－ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権 
                   については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特 
                   定の債権については債権の実情に応じて個別の 
                   引当額を計上しております。 
            
(５) リース取引の処理方法 －－－－－ リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

 

h
-29-



 

 
 
 

単単単単    独独独独    
 
 
(６) ヘッジの会計処理   

  為替予約、通貨スワップ －－－ 振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理 
                   を採用しております。 

  金利スワップ   －－－－－－ 特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理 
                   を採用しております。 
       
(７) 消費税等の会計処理 －－－－－－ 税抜き方式によっております。 
 
(８) 法人事業税の税率変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

 地方税法等の一部を改正する法律(平成 15年法律第9号)が平成15年 3月 31日に 
公布されたことに伴い、当中間会計期間の繰延税金資産および繰延税金負債の計算 
(ただし、平成 17 年 3 月 21 日以降解消が見込まれるものに限る。)に使用した法定 
実効税率は、前事業年度の 41.7％から 40.4％に変更しております。 
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単単単単    独独独独    

 貸借対照表及び損益計算書の注記 

 
(１) 有形固定資産の減価償却累計額       43,518 百万円   
            （14 年９月中間期 45,750 百万円､15 年３月期 46,838 百万円） 
   
(２) 担保に供している資産   有形固定資産      －    円 
 
(３) 保証債務                             4,690 百万円 
 （14 年９月中間期  9,038 百万円､15 年３月期 6,678 百万円） 
 
(４) 受取手形割引高                     9,457 百万円 
              （14 年９月中間期  4,975 百万円､15 年３月期 11,157 百万円） 
 
(５) 主な特別利益は、工場収用益 2,027 百万円および土地売却益 1,045 百万円、 
 投資有価証券売却益  488 百万円、等であります。     

 
(６) 主な特別損失は、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異償却 1,505 百万円、 
  事業構造改善費用 734 百万円（内訳 棚卸資産評価損等 529 百万円、貸倒引当金繰

入 205 百万円）、等であります。 
 
(７) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
                                        

    
 
                          

 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
          中間貸借対照表計上額   時  価       差  額 
  子会社株式     ８２４百万円    ８,４５７百万円   ７，６３３百万円 
  関連会社株式     － 百万円      －  百万円       －  百万円 
 
 
 

有価証券に関する注記  
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（リース取引関係）

１ １ １

(1) (1) (1)

(単位：百万円) (単位：百万円) (単位：百万円)
取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

中間期末
残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

中間期末
残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末
残高相当額

1,862 1,146 716 2,065 1,180 885 2,233 1,413 820

10 3 7 22 12 9 22 14 8

593 329 263 674 398 275 731 442 288

2,467 1,479 987 2,761 1,591 1,170 2,987 1,869 1,117

(注) (注) (注)

(2) (2) (2)

450 百万円 480 百万円 474 百万円
537 　〃 690 　〃 643 　〃
987 百万円 1,170 百万円 1,117 百万円

(注) (注) (注)

(3) (3) (3)

268 百万円 308 百万円 588 百万円
268 　〃 308 　〃 588 　〃

(4) (4) (4)

２ ２ ２

282 百万円 281 百万円 281 百万円
3,183 　〃 3,454 　〃 3,316 　〃
3,465 百万円 3,735 百万円 3,597 百万円

　取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

(その他)

合計

　取得価額相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。

　取得価額相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。

１年以内

１年超

合計

(ソフトウェア)

合計

合計合計

支払リース料及び減価償却費相当額

減価償却費相当額の算定方法

支払リース料

１年以内

減価償却費相当額の算定方法

１年超

合計

(ソフトウェア)

　オペレーティング・リース取引 　オペレーティング・リース取引

１年以内

１年超

未経過リース料

１年以内

１年超

減価償却費相当額の算定方法

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

未経過リース料中間期末残高相当額

(工具,器具
及び備品)

平成15年9月中間期

（自　１５年３月２１日

　　至　１５年９月２０日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

有形固定資産

無形固定資産

合計

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零
とする定額法によっております。

未経過リース料

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零
とする定額法によっております。

　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零
とする定額法によっております。

　未経過リース料中間期末残高相当額は、
未経過リース料中間期末残高が有形固定資
産の中間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しておりま
す。

　未経過リース料中間期末残高相当額は、
未経過リース料中間期末残高が有形固定資
産の中間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しておりま
す。

未経過リース料期末残高相当額

１年以内

１年超

合計

未経過リース料中間期末残高相当額

１年超

１年以内

平成15年3月期

（自　１４年３月２１日

　　至　１５年３月２０日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

(その他)

無形固定資産

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

有形固定資産

(工具,器具
及び備品)

有形固定資産

(工具,器具
及び備品)

(その他)

無形固定資産

平成14年9月中間期

（自　１４年３月２１日

　　至　１４年９月２０日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

(ソフトウェア)

合計

　未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

減価償却費相当額

支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料支払リース料

減価償却費相当額減価償却費相当額

支払リース料及び減価償却費相当額
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(A)-(B)
(B)

  

 

 

30,617 46.6 23,134 44.1 51,561 40.7 7,483 32.3

受

注

残

高

至平成14年９月20日

業  績  の  推  移

構成比金 額 構成比

平成15年9月中間期(Ａ)

自平成15年３月21日

至平成15年９月20日

 
平成14年9月中間期(Ｂ)

自平成14年３月21日

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル

シ ス テ ム
エンジニアリング

金 額

26,048 39.7 20,267

8,994 13.7

52,427 100.0126,561

44,225 34.9

9,025 17.2 30,774 24.3

38.7
ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション

合       計

売

上

高

40,86322,209 33.8 18,714

65,661 100.0 100.0

32.3

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション

28,650 24,092 39.5

35.7う ち 輸 出 高

37.4

51,441

受

注

高

う ち 輸 出 高 24,704 33.5

38.9

17.6
シ ス テ ム
エンジニアリング

12,998

33.320,311

合       計 73,656 100.0

39.8

61,061 100.0

29,462 22.8

48,340

12,870 21.0

32,007 43.5 24,098 39.5

13,654 22.1

35,637 57.8

26.0

シ ス テ ム
エンジニアリング

34,501

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション

16,529

54.2

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル

12,635 11,217 20.219.8 12,393 20.1

100.0合       計 63,666 61,685

30,475 54.8

100.0100.0 55,586

13,893 25.0

100.0129,244

41,381 32.0

13,233 25.2

3,494 18.7

7,909 32.8

4,557 18.9

127 1.0

12,594 20.6

21.1

△ 1,135 △ 3.2

4,393 21.6

242 2.0

1,981 3.2

(単位：百万円)

増      減

(A)-(B)

5,780 28.5

△ 30 △ 0.3

2,874

構成比金 額

平成15年3月期 

自平成14年３月21日

至平成15年３月20日

h
-33-

h
 




